
１．重要な会計方針
（1） 棚卸資産の評価基準および評価方法

棚卸資産の評価基準および評価方法は，最終仕入法による原価法によっている．

（2） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産の減価償却は，法人税法に定める定率法によっている．

なお，平成10年4月1日以降取得した建物については定額法によっている．
② 無形固定資産の減価償却は，法人税法に定める定額法によっている．

（3） 引当金の計上基準
賞与引当金は，職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している．
退職給付引当金は，期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している．

（4） 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は，税込方式によっている．

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである．

(単位：円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 備考

基本財産
土地 20,097,920 20,097,920
建物 49,904,822 0 2,838,903 47,065,919
基本金 45,000,000 45,000,000

115,002,742 0 2,838,903 112,163,839
特定資産

国際交流準備資金 37,287,311 21,673 4,002,420 33,306,564
特定費用準備資金その他 1,000,004 431 0 1,000,435
21世紀記念国際交流賞個人冠賞資金 12,832,004 5,584 700,000 12,137,588
ＳＪＴ資金 4,318,426 2,964 551,121 3,770,269
退職給付引当預金 1,605,933 27,884 1,760 1,632,057
減価償却引当預金 46,137,683 0 0 46,137,683

103,181,361 58,536 5,255,301 97,984,596
218,184,103 58,536 8,094,204 210,148,435

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである．

(単位：円)

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する充当額）

基本財産
土地 20,097,920 (20,097,920)
建物 47,065,919 (47,065,919)
基本金 45,000,000 (45,000,000)

112,163,839 0 (112,163,839) 0
特定資産

国際交流準備資金 33,306,564 (33,306,564)
特定費用準備資金その他 1,000,435 0 (1,000,435)
21世紀記念国際交流賞個人冠賞資金 12,137,588 (12,131,691) (5,897)
ＳＪＴ資金 3,770,269 (3,767,305) (2,964)
退職給付引当預金 1,632,057 (1,632,057)
減価償却引当預金 46,137,683 (46,137,683)

97,984,596 (15,898,996) (80,453,543) (1,632,057)
210,148,435 (15,898,996) (192,617,382) (1,632,057)
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである．

(単位：円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 151,714,560 104,648,641 47,065,919
什器備品 1,960,475 1,787,419 173,056
ソフトウェア 14,807,190 13,357,206 1,449,984

168,482,225 119,793,266 48,688,959

５．引当金の増減額及びその残高
引当金の増減額及びその残高は，次のとおりである．

(単位：円)

目的使用 その他
賞与引当金 3,012,033 3,073,633 3,012,033 0 3,073,633
退職給付引当金 1,605,933 0 0 0 1,605,933

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである．

(単位：円)
金額 備考

経常収益への振替額
受取寄付金（個人冠賞資金） 700,000
受取寄付金（ＳＪＴ資金） 551,121

1,251,121

７．賃貸不動産の状況及び時価に関する事項
（１）賃貸不動産の状況に関する事項
　　　当法人は、東京都において不動産（土地を含む。）を有しており、その一部を収益事業
　　として賃貸の用にに供している。

（２）賃貸不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

貸借対照表計上額 当期末の時価
20 86

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。
（注２）当期末の時価は、土地については固定資産税評価額に基づき当法人で算定した金額であり、
　　　　建物については適正な帳簿価額である。
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